



は, 北米の Vargo and Lushu が提唱したサービス・ドミナント・ロジック（以下,「SDL」
という｡）や, Prahalad and Ramaswamy の価値創造論, 北欧の Gronroos に代表されるサー
ビス・ロジック（以下,「SL」という｡）などの企業を対象とするサービスマーケティン

















































共創をとらえる RMが提起された。Dwyer et al. はリレーションシップの発展段階を関係
開始から終結までの①認識, ②探索, ③拡張, ④コミットメント, ⑤関係終結の５つの段
階に分けて, 発展性のある概念として整理をした5)。Gummesson は, RMは相互作用や関
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係性, ネットワークに焦点を当てるマーケティングであると定義をし6), RMの文脈の中
で, 企業対企業 (B to B) と企業対個人（B to C）も対象となることや, 供給者と顧客は
価値の共創者であることについても言及している7)。また, Gronroos は, マーケティング
の成功のために,「関係性ネットワークのなかのサプライヤー, パートナー, 流通業者,




2004年に Vargo and Lushu が提唱した SDLにより, 顧客を価値の共創者と捉えた価値
共創の概念が注目されるようになった。従来型のマーケティングのロジックであるグッズ・
ドミナント・ロジックでは, 企業は生産や流通等の過程において, グッズに価値を埋め込




しかしながら, この SDLは, 4p’sや PPMのように, マーケティングの具体的手法とし
て, 社会経済活動に具体的な方法論を与えてはいない。この点について, Gronroos et. al
も, SDLの最大の問題点は実務的なインプリケーションに乏しいことと指摘している11)。













８ サービスの中心的な視座は, 顧客由来のものであり, 関係性のあるものである。
９ 全ての社会経済の行動者は, 資源統合者である。
10 価値は常に独自に受益者によって決定される。
出所）Vargo, S, L., P. P. Maglio and M. A. Akaka, “On value and value co-creation : A service systems and service



















第二に, 人口減少に伴い, 地域の互助を生かした取組みがより重要となり, 住民はサービ
スの担い手としての役割が期待され, いわば「共創」による事務事業の形成が地方自治体
に求められること, 第三に, 多様かつ複雑なニーズへの対応のためには, 関係する組織の
それぞれの強みや資源を活かし, 総合的に対応し解決していくことが地方自治体には求め
られること, 等が理由としてあげられる。
しかしながら, 一方で, 法律や条例, 規則, 基準など規制での供給側主導での運用の側
面のある自治体の事務事業において, 住民に義務を課し住民の権利を制限する性質をもっ
た事務事業があることから18), 明確に顧客主導と言い切れないところもある点には留意が
必要である。また, 実際の運用においては, 供給側が主導し, 顧客を巻き込みながら価値
創造を進めることも多く, SLのいう顧客主導というものが, 必ずしも全ての種類の事務







務事業は, 大規模事業やサービス, 定例事務など多様な種類を包含し, 地方自治体が主導
で取り組む事務事業もあれば, 多様な組織との連携や連携組織の主体性の発揮が重要な事

























































出所）Gronroos, C. and Gummerus, J., “The service revolution and its marketing implications : service logic vs
service-dominant logic,” Managing Service Quality, Vol.. 24, 2014, p. 213 に基づき筆者作成。























































出所) Prahalad, C. K. and V. Ramaswamy, The Future of CompetitionCo-creating Unique Value with Customers,










ある。Prahalad et. al. の価値創造と価値共創の整理は参考とすべき点が多いと考える。図
表３の整理からは「価値共創」も「価値創造」の形態の一つであると考える。価値共創に


















































出所）Prahalad, C. K. and V. Ramaswamy, The Future of CompetitionCo-creating Unique Value












































































た。NPMの短所については, Osborne et. al. (2015) が次の５点を示している。第一に社
会構造の変化に対応できないという点である。NPMの発端である1980年代から社会のニー
ズは多様化し, 公共サービスの提供プロセスも多様化している。それゆえに公的サービス
提供機関は, 効率性や効果, 持続性が, 自らの組織だけでは担保できなくなったとしてい













理論的根拠 政治学, 行政学 公共選択論, 経営管理 組織的社会学, ネットワーク論
性質 中央集権 分権 多元













ガバナンスメカニズム 集権型 市場, 古典派, 新古典派経済 信頼と関係性
価値基盤 公共部門の特質 競争と市場の効果 新たな協調主義












図表６の１点目について, Osborne et. al. (2015) は, 従来から単に個々の公的サービ
ス提供機関を取り扱った誤った論文等が展開されてきたと主張している39)。すなわち, 組
織単体でのサービス提供ととらえることなく, 組織間の連携やネットワークによりシステ
ム的にサービスが提供されることの重要性を指摘している。これは, Prahalad et. al. の価
値共創論と共通する考え方であり, 組織間の連携の重要性を述べたものである。地方自治
体がサービスの直接的な執行を担う社会保障部門等の事務事業部門に特にいえる。地方自





１ 公的サービスはシステムであり, 単に組織や組織間のネットワークでなく, すべての構成要素を包含する
ように治められる必要がある
２ 単一の公的サービス機関にとって, 短期的に組織の持続性が包含される必要があるが, 公的サービス機関
や公的サービスシステムの長期的な持続性の観点からは, 必要ではあるが, 十分ではないということである
３ 持続性のある公的サービス提供機関は, 短期的な個別のものや業務上の価値を求めるよりも, サービスシ
ステム間の長期的な関係性を構築することに基づいている








７ 公的サービス提供機関の重要な資源は, 知識であり, 公共サービス提供において知識を活用することであ
る。
出所）Osborne, S. P., Z. Radnor, T. Kinder and I. Vidal, “The Service Framework : A Public-service-dominant





３点目について, Osborne et. al. (2015) は, 従来からのマーケティングは, 単一の公
的サービス機関が, 他の組織との関係性をなしに業務を遂行するものととらえられている
が, こうした考え方は現在では大勢ではなく, RMによる SDLが大勢であると主張して
いる41)。また, そこでは競争よりも組織間の協調が求められ, 信頼に基づく相互作用が進
み, 価値が創造される。RMは, 組織間の信頼と関係性を構築することに貢献したとして
いる。Osborne et. al. (2015) はさらに RMがこれまで公共経営にほとんど貢献していな




































こうしたとらえ方と同様の概念提起として, Flynn は, PVM（パブリック・バリュー・マ
ネジメント）を提起しており, NPMが結果に焦点を当てているのに対し, PVMでは関係
性に焦点を当てるものととらえている49)。また, Spanoは, NPMとの対比として PV（パ
ブリック・バリュー）を提起しており, 顧客や市民, 利害関係者の参加が必須であると説






Osborne et. al. (2015) は, コ・プロダクションは, 公共サービス提供過程の本質的な
ものであり, サービス利用者と社会の双方への価値創造に直接的に結びつくとしている52)。
企業が対象のマーケティングでは, コ・プロダクションの用語はほとんど使用されていな
い。Brudney et. al. は, コ・プロダクションが生産者とサービス利用者（顧客）の領域が
重なる部分で行われるとしている53)。また, Ramirez は, コ・プロダクティブな視点とし
て, 価値が共創されることや, 顧客が価値を共創すること, 相互作用の重要性を指摘して
いる（図表７参照)。コ・プロダクションは, 公共セクターと顧客との価値共創であると
説明できる。




るとしている54)。コ・プロダクションによる価値の共創は, 個人の社会的, 健康的, 経済
的な現在のニーズだけでなく, 現在及び将来社会へのより広範囲で実現可能かつ効果的な















価値創造は, 連続性があり, 一方向性で, 他動性のも
のであり, 価値連鎖が好例である。
価値創造は, 同時性があり, 双方向のものであり, 価値
の集合体が好例である。
全ての価値は, 貨幣価値で測定できる。 いくつかの価値は, 貨幣では測定できない。
価値は付加される。 価値は共創され, 結合され, 調和される。
価値は有用で優れた機能である。 有用で優れた資源を変化させたものである。








出所）Ramirez, R., “Value Co-Production : Intellectual Origins and Implications For Practice and Research”, Strategic
Management Journal, 1999, p. 61 をもとに筆者訳出。
図表８ コ・プロダクションの概念
価値の共創の場





























出所）Osborne, S. P., Z. Radnor and K. Strokosch, “Co-Production and the Co-Creation of Value in Public Services :
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